






一
予定外妊娠の経済的負担に関する研究の概要

予定外妊娠（妊娠の希望の有無にかかわらず予期せず妊娠すること）は、その後の社会生活に影響

を及ぼす可能性がある。「日本における予定外妊娠の医療経済的評価」 ＊ 3では、日本における予定外

妊娠数および予定外妊娠によって生じる医療経済的影響を以下のように推計している。
一

、 ー 医療経済的影響・一――-----------------

●日本全体の年間推定予定外妊娠数は艇161万
1

牛(15-44歳の女性）

●年間予定外妊娠関連費用 ：約 2,893億円

避妊失敗率の低い避妊方法が選択される機会が10%:I:曽力D した場合、
年間予定外妊娠数が6.8万1牛i咸少し、
予定外妊娠関連費用の総額は艇1171億i円削減される

ヽ---------------------------------------------------------------------------------------------

一
日本

◆ OC（経口避妊薬）、 IUS（子宮内システム） および IUD（子宮内
避妊用具）は、避妊失敗率の低い避妊法であるが、医療保険
の対象外ということもあり、避妊法としての普及率は1.3％と
極めて低い。 ＊4

◆特に10代等の若年層にとっては継続的に服用する必要のある
OCの費用は大きな負担であり、日本における普及率の低さの
一因となっている可能性がある

ヨ ー ロッパ

◆フランス、英国を含む西ヨ ー ロッパは予定外妊娠の発生率が
比較的低い(28%)*5

◎)
日本 フランス 英国 ドイツ

◆英国では避妊具の費用は無料であり＊6、フランスでも避妊具
および付随する検診、検査の費用は社会保険の対象となっている＊7。
そのため、より簡便で避妊失敗率の低いOC, IUS および IUDの
利用率が高い。（フランス：58.1%，英国：38.0%，ドイツ：54.6%)*4

I 予定外妊娠：現代的避妊法の普及率 I 

予定外妊娠は若年層に多く、母親が学生の場合，経済的にも復学は困難であり、母親の低学歴はその後の
所得および、育児環境にも影響を及ぼす要因となる＊ 8。避妊法を知り、避妊失敗率の低い避妊法を使用
できるよう、知識の普及のための教育とアクセス環境の改善が重要である。
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